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中国における農村産権交易所の
研究動向と展望
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〔要　　　旨〕

本稿は、中国の農村産権交易所が取り扱う主な財産権である農地経営権に絞って農村産権

交易所に関する既往文献を整理し、残された研究課題を明らかにしたものである。

農村産権交易所に関する研究の絶対数は、中国国内において必ずしも多くはなく、データ

の制約から基本的な情報の整理が十分になされていない。これまでの文献の多くは、学問的

というよりむしろ実践的であり、先進事例を取り上げつつ、その展開過程や現状を示すもの

が多く、理論的かつ分析的なものはそれほど多くない。農村産権交易所研究は依然初期段階

にあり、残されている研究課題は多く、様々な研究分野、分析視角および分析手法による研

究が可能であると言えそうである。

本稿では、既往研究を事例研究、利用状況、評価、体制、機能および政府の役割の各項目

に分類し、政府の役割を除く各項目と関連する範囲内において残されたいくつかの研究上の

課題をそれぞれ提示した。
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村産権流通交易を強化すること、総合的交

易サービスを提供することが盛り込まれ、

農村にある財産権の取引を行う場の一層の

整備を進めることが示されている（中共中

央・国务院（2021））。これらから、中国にお

いて農地の流動化とそれを媒介する農村産

権交易所の整備は、引き続き注目されてい

ることが確認できる。

それでは、中国において農村産権交易所

の研究はどこまで進んでいるのであろうか。

本稿の問題意識はまさにここにある。した

がって、農村産権交易所に関する既往文献

を整理すること、既往文献の整理から残さ

れた研究課題を明らかにすることが本稿の

課題である。しかしながら、農村産権交易

所は、多様な財産権を取り扱っているので、

本稿ではそれらのうち最も取引数が多く、

また推進されている農地流動化と関係の深

い農地経営権に絞って論じる。

本稿の構成は以下のとおりである。次節

では既往文献の整理を行う。これが本稿の

中核となる。続く第３節では残されている

研究課題を抽出する。そして、最後に、最

近の動きを考慮しながら展望を示すことと

する。

なお、以下本稿では、農村にある財産権

を総合的に取り扱う農村産権交易所を、単

に交易所と呼ぶとともに、固有名詞である

交易所名から「農村産権交易所」を省略す

る。例えば、成都農村産権交易所は成都と

する。これに伴い、参考文献を除き本文中

で地名を使用する場合は地名の直後に（地

名）と付すこととし、交易所名と地名とを

1　課題の設定

中国では、1980年代に請負農地の利用権

取引が始まっており、90年代には、農家が

それを取引できる農村産権交易所に類似す

る組織が出現していた
（注1）
。背景には、出稼ぎ

を含め農業者の都市部での就業が増え、利

用権を相対取引する例が増加し、同時に農

業施設や機械の取引需要も増加した一方で、

取引にルールや規制がないため、トラブル

も生じたことがある。

中国で最初の交易所は、2004年に設立さ

れた福建省永安市（地名）の林業要素市場

とされている（常・魏（2009）、李・范・谭

（2015））。そこで取引されたのは林権であっ

た。08年には、林権だけでなく、現在のよ

うに農地経営権や農村の集団が持つ資産等

の多様な農村の財産を取引できる総合的な

交易所である成都農村産権交易所が設立さ

れた。これが初めての農村産権交易所とさ

れており、その後全土で農村産権交易所が

設立されてきた
（注2）
。

このように、農村産権交易所は比較的新

しい組織である。新しいがゆえに、依然そ

の整備は政策的に重要な課題であり続けて

いる。例えば、21年１月26日に行政法規で

ある「農村土地経営権流転管理弁法」が公

布されたが、その第25条では、県レベル以

上の地方政府に対し、農村産権交易市場を

構築することを奨励している（农业农村部

（2021））。また、21年の中央一号文件第21項

でも、農村産権制度を完備するなかで、農
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所研究は比較的少なく、研究対象は少数の

大きな都市部の交易所に集中しており、か

つ定性的分析に偏っていることを指摘して

いる。直近の文献である耿（2020）でも同

様の指摘がある。そこで、本稿では、主と

して事例に基づく既往文献に依拠しながら、

これまでの研究成果を整理していく。

（1）　事例研究

研究成果のほとんどが個別交易所の事例

研究である。研究成果は、単一の事例の現

状と課題を指摘したものが多い一方、複数

の事例を提示しつつ現状と課題を指摘した

ものもある。

李・李・张（2017）が指摘するように、

単一事例に関する研究の多くは、成都市（地

名）をサービス提供地域とする成都の交易

所、あるいは武漢市（地名）をサービス提

供地域とする武漢の交易所を取り上げてい

る
（注3）
。

刘（2011）は、成都が、212万戸もの農家

が存在する成都市（地名）において、市・

県・郷鎮という三段階の行政区分のそれぞ

れに取引の拠点を作ったこと、拠点間を網

羅するネットワークを構築し、事務作業の

効率化を図るとともに、権利の所在が明確

にされた農地の経営権の情報を公開し、そ

れを公正公平に取引する手続き上のしくみ

を構築したことを指摘している。また、経

営権を持つ農家が、借り手から地代を受け

取れない事態や原状回復の必要性が発生し

た場合の保証基金を設立するなど、貸し手

に配慮したしくみを構築し、他の交易所に

明確に区別する（例：成都市（地名））。
（注 1） 農村産権とは、農村にある財産権のことで

ある。国 院 公 （2014）が挙げている具体
例として、請け負った農地の経営権、林地経営
権、木材所有権や利用権、農村集団が持つ経営
性の資産の所有権などがある。

（注 2） 農業農村部によれば、18年の交易所数は、
21省の県や市、区に1,239、郷鎮に 1万8,731ある
（ （2018））。

2　既往文献の整理（研究動向）

中国は、三農問題解消へ向けて継続的に

取り組んでおり、交易所の設立もその一環

である。交易所の設立によって、資源や要

素の効率的配分、農村財産権取引に由来す

る紛争の防止、農民の所得向上、農地経営

権の流動化とそれによる農業の現代化や新

型経営体の育成、都市と農村の均衡発展等

を目指し、それをもって三農問題解消に貢

献しようとしている。それゆえ、既往文献

にはこれらの推進および解決へ向けた問題

意識からの論述、問題点の指摘および課題

の提示が多い。

交易所に関して全国の動向を総括的に記

した文献は見当たらない。若林（2020b）が

述べているように、全国の交易所数に関す

る公表回数も限られており、全国的な統計

や公開資料が乏しく、動向が把握できない

ことが要因のひとつにあるためと推察され

る。したがって、李・李・张（2017）、张

（2017）、田（2019）らが指摘しているよう

に、交易所に関する文献は、そのほとんど

が個別交易所の事例研究に関する成果であ

る。加えて、李・李・张（2017）は、交易
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事例を収めた概説書である。事例では、設

立経緯や取引実績とともに、オンライン取

引やネットワーク構築での業務の効率化に

よる取引価値の増加、取引の迅速化にかか

る課題とそれへの対応に関する記述が多い。

また、吴（2014）は、成都、武漢、浙江省

温州の例を踏まえながら、政府と市場の役

割の明確化、連携協力が持続的発展の有効

な方策であると指摘している。
（注 3） 成都は （2011）、 （2014）、神州土地研究

院 著（2018）など、武漢は付（2010、2018）、神
州土地研究院 著（2018）などがある。このほか、
しばしば挙げられる事例は北京（ ・李（2014））、
天津（ （2017）、神州土地研究院 著（2018）、
・王（2019））などである。

（注 4） 担保融資支援は、資産のひとつである経営
権を担保として金融機関から融資を受けるため
の支援を交易所が行うことである。武漢はその
取組みの先進事例として挙げられる。担保融資
に関する文献や事例は多く、中国 行湖北
省分行 （2014）では成都、武漢、重慶、
湖北省鄂州、山東省棗荘の交易所を、神州土地
研究院 著（2018）では河南省濮陽、河北省邱県、
黒竜江省方正県、広西壮族自治区田東県の交易
所を、 （2019）では浙江の交易所を取り上げ
ている。

（注 5） 両交易所の取組みは、 ・彭（2010）等複
数の文献で成都モデル、武漢モデルという用語
が用いられるなど、交易所の実践における先進
事例とされており、付（2018）では、武漢の交
易所が、09年の設立以来400の都市からの視察を
受け入れ、1,000近くの地区と交流を持ったとの
記述がある。また、このほか、特徴的な交易所
がモデルと呼称されている。王・李・ （2016）
では北京を、 （2014）では成都、武漢、温州を、
李・李・ （2017）では成都、武漢に加え浙江
省象山、江蘇省東海県を、 ほか（2019）では、
武漢、浙江省海塩を、 （2020）では広西壮族
自治区北部湾、安徽省蕪湖をモデルとして取り
上げている。なお、温州は ほか（2019）、象山
は ・周（2013）、東海県は程・林（2014）が事
例研究を行っている。

（2）　交易所の利用状況

交易所の利用状況について触れている文

とって参考になるとも指摘している。さら

に、これらの整備の効果として、経営権の

取引が促され、大規模経営体の促進という

国家目標に寄与したことなどを挙げている。

武漢の事例については、付（2018）が詳

しい。武漢は１年早く設立された成都を参

考にして設立された。したがって、市・県・

郷鎮の三段階において拠点を構築するなど

の特徴は似通っている。しかし、一方で地

域の実情を考慮した交易所を目指した。武

漢で特筆すべきは経営権の担保化である。

経営権が流動化し、資産として価値を持つ

ならば、農業経営体は、それを活用して資

金調達するなどしながら経営資源の配分を

調整することができ、農業の現代化にも貢

献しうる。武漢では、銀行と共同で権利の

評価機構を設立し、経営権担保融資の基礎

を作った
（注4）
。

複数の事例を提示する文献も、成都およ

び武漢を含め、それらを考慮しながら課題

を挙げるものが多く
（注5）
、叶・张・伍（2015）、

神州土地研究院编著（2018）、吴（2014）等

がある。叶・张・伍（2015）は、成都と武

漢を含めて比較的経営規模が大きいと考え

られる10の交易所を比較しつつ現状と課題

を指摘している。例えば、現状について一

定程度の評価をしたうえで、交易所ごとに

取引可能な財産権にばらつきがあること、

財産権を取引する地理的範囲が狭いという

特徴を挙げ、課題として政府と市場の役割

の区別、交易所が持つ機能の整備等を挙げ

ている。神州土地研究院编著（2018）は、

交易所の制度、実績、成都と武漢を含む９
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た取引の面積、件数、金額はほとんど明ら

かになっておらず、それは全国においても、

事例研究の個別地域においても同様である。

例外として、若林・王（2020）では、陝西

省の特定地域において流動化された面積の

約20％がその地域をサービス提供地域とす

る交易所を通じたものであると指摘してい

る。また、分析に基づき問題点を提示する

文献も少なく、後述するように、信用に疑

問を提起される組織形態もあるなか、信用

に足る組織であることを理由に利用が促進

されていることを実証するなどの研究は見

られない。

（3）　交易所の評価

陈ほか（2019）では、近年の学術研究に

おける関心事は、交易所が土地資源の有効

活用を促進するなどの効果をいかに高めら

れるかであると指摘している。分析手法に

もよるが、個別交易所においても統計的に

も十分なデータが公表されていないこと、

設立から数年の交易所が多いと推察される

ことから定量的な評価は困難な状況にある。

したがって、交易所が流動化に及ぼす効果

に関する定量的分析に乏しい。

評価には定性的および定量的評価があり、

交易所研究においては定性的評価に関する

文献が多い。

定性的評価に関する文献は、設立目的に

照らしそれを行うものが多い。交易所の設

立目的は、経営権等の財産権を資産価値の

ある権利として流動化しながら農業の現代

化を推進して資源配分の最適化を行うこと

献は多い。その特徴は、取引される財産権

として経営権が多いこと（李・李・张（2017））、

単一の事例に関する取扱実績であり、比較

的短期間の実績が多いということである。

交易所の取扱実績に関する資料やデータ

は限られており、文献に記載されているの

は、その多くが年間取引件数と取引総額で

ある。しかし、既述のように交易所の研究

そのものが少ないため、複数の交易所の利

用状況を比較しながら研究する文献も少な

い。また、設立されてからそれほど年を経

ていない交易所が多いこともあり、十分な

データがないという問題もある。

一方、設立された交易所における取引

実績が乏しいとの指摘もある（李・阮・朱

（2018）、付（2018）、陈ほか（2019）、田（2019））。

取引の活発化のために、情報発信の必要性

を指摘した文献（李・阮・朱（2018）、李・杜

（2019））、取り扱う財産権の多様化と利用の

増進を指摘する文献（李・杜（2019））があ

る。また、刘（2019）では、経営権保有者が

交易所というものの理解が乏しいなかで、

交易所の利用を促すためには、交易所での

取引が強制でなく、効率的であること、農

民の負担は少ないことを丁寧に解く必要性

を指摘している。

これまで、取引実績の推移を示しながら

利用状況に関する分析を行った研究成果は

少ない。例外として李・李・张（2017）は、

武漢で公表されていた約２年間の月次デー

タを指数化し、月次の利用状況に周期性が

あることを明らかにしている。

ところで、経営権のうち交易所を経由し
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る経営権等の資産価値の変化に関する評価

と交易所そのものの評価の２つがある。

前者は、資産価値の増加を算出するもの

であり、そこでは、入札最低価格と落札価

格との差を価値の増加分ととらえ、それを

評価の基準にしている（付（2018）、张・王

（2019）、田（2019））。

後者について、李・李・张（2017）は、約

２年間の武漢における月次取引実績を指数

化し、その指数の推移から交易所が発展初

期段階にあると述べている。卢・望（2014）

は、武漢についてAHP（階層分析法）を活

用し、交易所設立前後３年間の数値の差異

から、交易所設立に伴い経済的、社会的お

よび環境的効果があったと分析している。

张（2017）も同様の方法を用いて天津を分

析し、結果として交易所設立の効果があっ

たとしている。

そのほか、定量的分析には、交易所の収

支上のパフォーマンス等の運営状況の分析

や従業員等の交易所の運営と関係の深い者

からの評価等も考えられるが、こうした文

献は、ほとんど見当たらない。ただし、利

用者の満足度については、刘（2015）があ

る。刘（2015）は、山東省寧陽県（地名）に

おいて、県、郷鎮、村の幹部および利用者

を対象に標本調査を行ったところ、交易所

を評価するとの回答割合が高かったことを

明らかにしている。赵（2017）は、山西省

太谷県（地名、当時）で、県、郷鎮、村の幹

部や地域住民を対象に、交易所設立前に交

易所の必要性について調査を行ったところ、

調査対象者の多くがその必要性を主張した

で、国の政策目標に沿っている。もちろん、

公正な取引を実現することにより紛争を防

止するなども目的のひとつと言ってよい。

例えば、田（2019）は、交易所を利用した

取引の優位性を指摘し、交易所が貸し手お

よび借り手の双方に利便性を提供し、ネッ

トオークションを含む入札取引は価格形成

に寄与していること、武漢を代表例として

経営権等の農村にある資産を活用した担保

融資の仲介役となっていること、交易所の

設立以降、取引にかかる事務作業等が統一

化およびマニュアル化されるとともに、情

報通信技術を活用することで取引にかかる

手続きや作業の効率性が高められているこ

と、入札を行うなど市場機能をうまく活用

することで取引自体の効率性も高まってい

ること、農地流動化に一定程度寄与してい

ること、経営権の取引が促進されることで

農業の現代化に寄与していること、などを

挙げている。

同様に、神州土地研究院编著（2018）で

は、方正県の例を挙げながら、規則に基づ

く適正な管理の下、取引情報が発信され、

トラブルの調整機能を持った交易所により、

取引可能な経営権が資産と見なされ、金融

利用が可能となるとともに、取引の促進に

より新型経営体が育成される効果があるこ

とを指摘している。また、孙（2015）は、

交易所には、情報発信と収集、価格形成、

資本化促進、資源の最適配置、取引の規範

化、産業政策の６つの機能があると指摘し

ている。

定量的分析は、交易所を通じた取引によ
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ことを明らかにしている。

また、費用便益分析を中心とした政策評

価は不十分である。政府は、交易所に一定

程度の財政支援をしていると推察される。

しかし、政府による推進と財政支援による

利用者の利便性の確保や農業の現代化への

寄与といった便益は、定量的な政策評価の

対象であると考えるが、現在のところ、こ

うした研究は見られない。

（4）　交易所の体制

交易所の体制構築について考える際の重

要な視点は、交易所が信用に足る組織か否

か、利用しやすい組織か否かである。取引

を行う貸し手と借り手の利用を促すことに

よって設立の目的が達成されうるからであ

る。

ａ　信用に足る組織

信用に足る組織という点について、これ

までの文献は、交易所には国务院办公厅

（2014）の通達においても求められている

公益性や非営利性が必要であり、また取引

に対し公正に関与する必要があるという点

で一致を見ている。文献を整理すると、組

織形態、手続きの規範化、ガバナンス、専

門性やそれを発揮するための人員体制など

への考察に分けられる。

組織形態については、主として国や地方

政府によって特定目的のために設立される

事業法人または企業法人として運営される

ことが求められているが、李（2017）は、

企業法人の場合は十分な信用が得られず、

こうした交易所の発展には政府の支援が必

要であるとしている。李・杜（2019）は、

企業法人が市場取引を仲介する場合、非営

利性の維持が困難であることから、交易所

の公益的性格維持への疑問を投げかけてい

る。李（2015）は、取引主体から信用を得

る場合と、政府からの円滑な支援を得る場

合には事業法人が適しているが、事業の継

続性やサービス提供地域が広範な場合は企

業法人が適しているとしている。ただし、

企業法人でも実際には国有企業が多いこと

から、地方政府の関与度合いが高いことに

言及している
（注6）
。

規程の整備や統一といった手続きの規範

化とガバナンスについては多くの文献で取

り上げられており、例えば、手続きの規範

化については张・王（2019）が天津の事例

を、李・阮・朱（2018）が浙江省温嶺市の

事例を取り上げている。また、ガバナンス

の観点から、交易所を管理監督する制度と

して、交易所がサービスを提供する地域の

地方政府が管理監督委員会を設置し、公正

に監督している。これについては、张・王

（2019）が天津の事例を、神州土地研究院编

著（2018）が武漢、邱県および田東県の事

例を、李・阮・朱（2018）が温嶺市の事例

を、陈・马・谌（2015）が浙江省嘉興市の

事例を挙げている。

加えて、従業員の専門性や専門人材の確

保の必要性を指摘する文献も多い。例えば、

陈ほか（2019）では、交易所が取り扱う財

産権は多数あるだけでなく、経営権は一般

財産と異なり特殊な財産であることから、
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しかし、非営利性や費用を伴う専門性の維

持は、企業法人の行動基準を考えると相い

れない部分があるとの指摘もある（例えば

李・杜（2019））。

継続性に関連して、交易所の収支につい

て分析した文献はほとんどない。例外的に、

李（2017）は広東で収入の不十分さによる

運営の継続性の問題を提起している。収入

源という点では、付（2018）が武漢の開設

初期においては財政資金が投入されていた

ことに言及しており、若林・王（2020）で

は、運営費のうち人件費相当分は地方政府

から捻出されていることに触れている。ま

た、取引成約時に手数料収入があるが、成

都（刘（2011））、北京（张・李（2014））にお

いて手数料を徴収している。東海県では、

貸し手から取引申請費として登録面積が５

ムー（１ムー約6.7a）以上なら200元（１元約

17円）、５ムー以下なら100元、借り手から

は取引保証金として借入希望面積が５ムー

以上なら5,000元、５ムー以下なら2,000元を

徴収している（程・林（2014））。王（2015）

がＳ市（地名）としている地域の交易所で

は、取引面積１ムーあたり５元を借り手か

ら徴収している。浙江（田（2019））では手

数料がないことが示されている。

ｂ　利用しやすい組織

利用しやすい組織という観点から交易所

が利便性の高い組織を目指すうえで論点と

なっているのは、サービス提供の範域や組

織体制、連携、取り扱う財産権の種類等で

ある。

慎重な対応が必要であり、専門性は不可欠

であるとしている。また、財産権の評価を

行う交易所では、専門性を持つ複数の人員

による評価が不可欠であるとしている（付

（2018））。

専門性と人材確保についての問題点とし

て、人材の不足と育成とがある。広東にお

いてパートタイム労働者が多いこと（李

（2017））、田東県では、人員不足に加え、地

方政府の職員が交易所運営に関わることで、

政府の一部門のようになっている例が挙げ

られている（神州土地研究院编著（2018））。

また、李・阮・朱（2017、2018）では、温

嶺市において政府の関与が強く、村へ近づ

けば近づくほど職員が不足しており、人員

配置上の問題があること、人材育成が課題

であることを挙げている。

邱県や濮陽県では、村民が仲介人となっ

て交易所業務を補う例が報告されている

（神州土地研究院编著（2018
（注7）
））。そこでは交易

所が訓練し、認定した仲介人が１村あたり

約１名配置されており、貸し手のニーズ発

掘などに関与している。特に邱県では、取

引ニーズの収集、情報の掲載、経営権取引

の仲介、経営権担保融資業務の支援等を、

交易所が行う訓練と試験を通過した仲介人

が担う制度を設けており、230人が登録され

ている。

そのほか、交易所運営の継続性を取り

上げる文献もあり、神州土地研究院编著

（2018）における濮陽県の事例等が該当す

る。これらの多くは、民間の力を活用して

継続性を確保することを念頭に置いている。
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率的かつ効果的な業務を担い、県では郷鎮

で時々生じる業務やその専門知識を必要と

する業務、郷鎮では頻繁に生じる業務や住

民との近接性を重視する必要のある業務を

担当するなどしている。三段階制を採用し

ているのは、成都、武漢、天津（张・王

（2019））、重慶（郭・雷（2010）、陈・马・谌

（2015））、安徽（姜・张（2017））、青島（王・

李・吴（2016））等である。県・郷鎮・村の

三段階制を採用している交易所として方正

県（神州土地研究院编著（2018））がある
（注10）
。

これに対し、二段階制を採用している交

易所もある。二段階制は、市と県（区）が

中心であり、ニーズに即して設置されてい

るようである。この例としては、北京（张・

李（2014））、温嶺市（李・阮・朱（2018））が

挙げられる。二段階制のメリットに関する

直接的な言及はないが、张・李（2014）に

よる北京の概況説明を見ると、郷鎮に相当

する街道に常設の拠点を設置する必要性に

乏しいなど、ニーズに応じて設置されてい

ることが推察される。北京の拠点は13区に

あるが、存在する区数である16より少ない。

街道での拠点に関しては明らかでないが、

区の拠点がニーズに応じてサービスを提供

しているものと推察される。

県レベルを範域とする交易所については、

12年に設立された東海県以降増加している

ようである。東海県は県と郷鎮の二段階に

拠点があり、取引に村民委員会が関わるな

ど、成都や武漢といった市レベルに開設さ

れた交易所とは差異がある。成都や武漢で

は、取引の手続きにおいて村民委員会等が

国务院办公厅（2014）では、交易所のサ

ービス提供地域として郷鎮を基礎とするこ

とを推奨しており、李（2015）では、十分

なサービスの提供という観点から県レベル

の開設に利点が多く、その理由として取引

は農村で発生すること、県ならば貸し手の

利便性を損なうことなく、きめ細かな対応

が可能なことを挙げている
（注8）
。

これまでの文献によると、設立された交

易所がサービスを提供する範域は地域によ

って異なり、それは郷鎮よりも広域である

ことが多いようである。例えば、李・李・

张（2017）による中部地区各省の情報整理

によれば、湖北省と安徽省では地域によっ

て郷鎮でも個別交易所が建設されることが

あるという程度であり、湖南省と河南省は

市に、山西省は県に交易所を開設している
（注9）
。

李・李・张（2017）からは郷鎮に支所等の

サービス拠点があるか否かは明らかでない

が、次に述べる三段階制を構成する交易所

では、郷鎮に拠点を置き、サービスを提供

している。しかしながら、李・阮・朱（2018）

の温嶺市のように、郷鎮のサービス拠点が

常設でないこともあるようである。

組織体制として既往文献で取り上げられ

た例は三段階制が多い。三段階制とは、市・

県・郷鎮（場合によっては県・郷鎮・村）と

いった行政区分に合わせて交易所の本支所

を配置するものである。三段階制の場合は、

それぞれ役割を分担していることが多く、

例えば市の交易所が本所機能を持ち、ネッ

トワーク構築による取引情報の周知や展開、

手続きの統一化など、１か所でまとめて効
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を高めるであろうが、その一方で李・阮・

朱（2018）では温嶺市を例に、取り扱う財

産権の種類が多いことが問題であり、専門

性が欠如しやすいと指摘している。対応と

しては、三段階制の採用根拠となっている

財産権の種類や取引頻度に応じて、郷鎮で

なく県、あるいは県でなく市というように

広域で専門人材の配置を行うことなどが挙

げられる。
（注 6） 組織形態として交易所が国有企業の一部と

なっている例があり、その一例として李（2017）
は広州が広州公共資源交易中心の子会社として、
（2019）は広西壮族自治区の北部湾産権交易

所集団の一員として、交易所が組織されている
例をそれぞれ挙げている。ちなみに、成都、武漢、
天津、東海県（徐・徐（2014））は企業法人であり、
重慶は事業法人である（李・杜（2019））。

（注 7） 郭・林（2019）によれば、成都でも同様の
取組みがある。

（注 8） サービスの提供範域は、貸し手を基準とし
ている場合が多い。実際、取引情報は広く発信
されており、範域外の借り手もサービスを利用
できる。

（注 9） 県レベルで開設された交易所の事例として、
神州土地研究院 著（2018）で 4つの県交易所、
ほか（2019）では 1県の事例が報告されてい

る。県レベルで設立された最初の交易所は、12

年の東海県とされている（程・林（2014））。
（注10） 四段階制について言及する文献もある。郭・

林（2019）では広西壮族自治区玉林市を、程・
林（2014）では安徽省長豊に言及しているが、
いずれも詳細は明らかでない。

（注11） 組織間連携と関連して、村に交易所が認定
した村民を仲介人として配置する邱県の例（神
州土地研究院 著（2018））や、交易所の嘱託職
員となった村民が、村内情報を収集する業務を
行う陝西省Ｘの例（若林・王（2020））がある。

（5）　交易所の機能

交易所が持つ機能は多様である。まず情

報伝達、価格形成および仲介の３つが基本

機能であるほか、各交易所が様々な機能を

付加できる。その機能に焦点を当てた文献

関わることなく、手続きおよび入札が行わ

れるが、東海県では、村民委員会に経営権の

ある農地情報の確認や、交易所での同権利

の入札取引を認めるか否か等に村民委員会

が関わるという特徴がある（程・林（2014））。

利便性の追求に向けた他組織との連携に

ついて、吴（2014）では機能やノウハウの

不足を補うことができる連携の重要性を認

識しそれを奨励しており、饶（2019）では、

広西壮族自治区地方金融監督管理局の見解

として、連携せずに独自に交易所を運営す

る場合の問題点は多く、連携が必要である

ことを紹介している。交易所の連携方法と

して、例えば、①開設における連携、②業

務における連携、③交易所間の連携等があ

る。①では、交易所開設にあたり、情報通

信技術を持った民間企業が社内業務や取引

関連システムを構築し、運営に関与する邱

県（神州土地研究院编著（2018））の例があ

る。②では、財産権の評価業務を資産査定

に詳しい企業と連携しつつ行う田東県の例

（神州土地研究院编著（2018））、③では、交易

所同士で協会を設立した例（付（2018））や、

邱県・北京・天津と山東省斉魯が連携して

いる事例（神州土地研究院编著（2018））があ

る
（注11）
。

交易所の取り扱う財産権のうち、農地経

営権が代表例として多く取り上げられてい

るが、それ以外の各種財産権への言及も見

られる。叶・张・伍（2015）では、例示し

た10の交易所の取り扱う財産権が、３～12

種類とばらついていることを指摘している。

取り扱う財産権の数が豊富であれば利便性

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2021・7
29 - 353

リットのひとつとなる。一方、政府が指標

となる価格を示し、その価格に基づいて取

引を行う交易所もある。若林・王（2020）

は、陝西省Ｘの事例を報告している。この

交易所では、ネットオークションを採用し

ていないが、遠隔地を含む他地域から農企

業や食品製造工場等の用地需要があり、地

方政府の紹介を通じて経営権が取引される

場合がある。

付加機能としては、多くの交易所で資産

価値の評価や取引証書の発行、取引データ

の保存等の紛争防止や公正な取引を促進す

るサービスを提供している。そのほか、北

京（饶（2019））や陝西省Ｘ（若林・王（2020））

において決済機能、武漢で開始された担保

融資支援機能
（注14）
、地方政府などが設立したリ

スク基金活用による地代保証機能（成都（刘

（2011））、陝西省Ｘ（若林・王（2020））など

がある。また、ユニークなところでは、陝

西省Ｘで軽微な農地付帯施設の設置（若林・

王（2020））、鄂州では収用農地の代換地を

入札取引する例（李・李・张（2017））もあ

る。

叶・张・伍（2015）は、交易所が持つ機

能の整備が不十分であることを問題点とし

て挙げている。交易所が情報発信や仲介機

能を果たす際に、オンラインでの発信や取

引を行う交易所もあればそうでない交易所

もあるなど基本機能においても整備が不十

分な場合があること、武漢が行う担保融資

支援機能等が利用可能であり、経営の資産

化につながっている所とそうでない所等、

付加機能において交易所ごとに差異がある

は、交易所が探索費用の削減に貢献しつつ、

取引主体の取引や取引を促すためにどのよ

うに働いているかを考察するものが多い。

仲介業務のための情報伝達については、

サービス拠点等に情報を掲示、検索、閲覧

できるようになっており、取引情報を広く

行き渡らせることができるとともに、交易

所の理解促進や場合によっては行政関連の

情報等も確認できるようになっている（田

（2019））。また、オンラインで情報をつない

でおり、成都や武漢といった三段階制を採

用している先進事例では、市・県・郷鎮の

いずれの拠点でも同様の情報を得られ、手

続き等も統一的に行えるようになっている
（注12）
。

情報発信により取引ニーズを取り込むとと

もに、交易所の仲介にかかる業務の効率化

を図ることで、貸し手や借り手のための取

引インフラを整備、提供している。

李・阮・朱（2018）では、温嶺市の事例

に基づき、交易所や交易所の業務について

広く情報提供するとともに、サービス提供

地域の貸し手の希望を収集し、かつ広範囲

の借り手に情報提供していくことの必要性

に言及している。

仲介業務に伴う取引価格の形成について

は、市場によるものと政府が指標を提示す

るものがあるようである。市場による価格

形成には、交易所によるマッチングのほか、

ネットオークション方式を利用している交

易所が複数ある
（注13）
。ネットオークションを実

施している交易所では、経営権取引の対象

となる農地から離れた遠隔の借り手が取引

に参加する機会が増加し、交易所利用のメ
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所の公益性を保つように厳格な管理監督を

行うとともに財政支援を行うこと、交易所

の信用を補完するように政府が関与するこ

と、利便性を図るために交易所をサポート

すること等である（李・丁（2016）、李（2017）、

田（2019））。一方で、政府との間の調整問題

の煩雑さを挙げる文献もある。例えば、設

立を含む交易所の制度設計や運営において、

多くの政府部局との調整が必要であるとの

指摘がある（张・李（2014）、付（2018））。政

府との調整という点では、政府の関与度合

いも問題点のひとつである。交易所を主導

してきた政府は、政策の目指す方向へ交易

所を導くよう求められるが、ふさわしい関

与の仕方の模索が必要である。後述の李・

阮・朱（2018）の事例のように、政府職員

を交易所のスタッフにすることは運営上の

問題があるとの報告もある。この例からは、

政府の出向者等が交易所の意思決定権限を

持ち、必ずしも交易所の実情に即した運営

につながっていない可能性が読み取れる。

また、程・林（2014）が報告した東海県の事

例のように、交易所が地方政府および村民

委員会と連携する場合もあり、政府の関与

度合いは交易所の運営そのものを左右する。

政府による財政支援は少なからずあると

推察されるが、触れている文献は限られて

いる。本節第４項の「交易所の体制」で示

した文献等は数少ない例である。既述の成

都や陝西省Ｘの例のように、地方政府など

が設立したリスク基金活用による地代保証

機能を持つ交易所は、政府による信用補完

の例である。交易所の利便性向上への政府

こと等が挙げられる。機能の整備について、

交易所の機能に絞って事例を考察した若

林・王（2020）は、付加機能によって貸し

手指向の機能の充実が図られていることを

指摘し、その要因として交易所が経営権の

ある地区に立地していることや、貸し手か

ら経営権の供給がなければ成り立たないこ

と、付加機能は交易所の設立目的や政策目

標にも寄与しないことを挙げている。

これに加え、新たな機能付加の提案もあ

る。张（2017）や耿（2020）は、取引後に

発生する問題を回避するため、農地利用状

況の確認等のフォローを交易所の業務とす

る必要性について指摘している。また、杜・

徐・牛（2020）では、交易所等での取引が

進み、農地流動化が促進されることの社会

的影響を考慮し、経営権譲渡後の就業支援

等も一案であるとの言及がある。
（注12） 邱県（神州土地研究院 著（2018））、温嶺

市（李・阮・朱（2018））では、SNS大手のウ
ィーチャット（微信）を活用して情報提供して
いるとの報告がある。

（注13） 成都、武漢、天津等の先進事例とされる交
易所のほか、北部湾、江蘇省常州、安徽長江、内
蒙古、山西省で実施されているとの報告がある
（ （2020））。また、田（2019）によれば、浙江
においてオンラインモール大手の淘宝網（タオ
バオワン）上で取引されているとのことである。

（注14） 前掲（注 4）を参照。

（6）　交易所に関与する政府の役割

これまでの研究成果に多い指摘は、政府

の役割に関するものであり、政府支援の必

要性、政府と市場の役割分担、取引の前提

整備等の問題を提示している
（注15）
。

必要性が指摘される政府支援の内容は、

これまで交易所を主導してきた政府が交易
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いっているとは言いがたいようである。陈

ほか（2019）が研究者間で一定の合意があ

ると指摘しているのは、取引の場や仲介組

織の発展が遅れており、市場に活力がない

こと、管理監督が不十分であり、リスク防

止メカニズムに問題があるということであ

る。李・范・谭（2015）、谭・李（2016a、

2016b）も同様の指摘をしている。

こうした問題点の提示はあるものの、交

易所に関する研究の絶対数は、中国国内に

おいて多くないことが指摘できる。さらに

収支構造のような経営状況に関する研究は

手付かずである。また、これまでの文献の

多くは、学問的というよりむしろ実践的で

あり、先進事例を取り上げつつ、その展開

過程や現状を示すものが多く、理論的かつ

分析的なものはそれほど多くない。

研究上の問題意識は文献間で一定程度共

通している。それは、国の政策に合わせ、

交易所が果たしている役割やその効果を確

認することである。しかし、既述のとおり

それへの接近は、依然不十分と言わざるを

得ないであろう。

（2）　残されている課題

これまでの文献を確認すると、交易所研

究は依然初期段階にあり、いまだに全国の

状況や、取引の面積、件数、金額といった

基本的な情報が整理されていない。残され

ている研究課題は多く、様々な研究分野、

分析視角および分析手法による研究が可能

であると言えそうである。

それゆえ、ここでは、既往研究を踏まえ、

のサポートは、多くの地方政府において、

組織体制の整備や交易所の管理監督に伴う

公正な取引の実現を意識していると考えら

れる。具体的な実証研究の蓄積が望まれる

ところであろう。

政府と市場の役割分担については、その

不明確さが挙げられる（叶・张・伍（2015））。

例えば、若林・王（2020）が報告した指標

となる価格を政府が示すことは、政府と市

場の役割が未分化となっている一例かもし

れない。ただし、価格形成への政府関与は、

地方政府の土地利用計画とも関係している。

もし入札取引を採用する場合は、土地利用

計画に沿った利用予定者に限定して実施す

ることになるかもしれない。全体として既

往文献の多くは、政府が制度を作り、管理

監督を行い、取引においては市場機能を生

かして入札取引によって透明性を確保する

といった取組みが行われているとしてい

る。
（注15） 取引の前提整備の典型例として請負経営権

の確定がある。中国では農地経営権の流動化を
促進するために、法律の整備と権利の確定作業
を進めてきた。したがって、現時点においてこ
の問題の多くは解消に向かっている。

3　既往文献による研究の小括
　　と残された研究課題　　　

（1）　既往研究の小括

交易所は先進事例もあり、これまでの研

究においては一定の評価がなされている。

しかしながら、多くの文献で交易所の問題

も挙げられており、全国的に見ればうまく
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する組織として一定程度の定性的評価がな

されていると見ることができる。しかしな

がら、数値データに基づいた利用状況や評

価に関する具体的な研究は少ない。したが

って、いずれの視角からも定量的分析を進

めることが可能であるが、個別交易所にお

いても統計的にも十分なデータが公表され

ていないこと、設立から数年の交易所が多

いと推察されることから定量的分析は引き

続き困難な状況にあると考えられる。これ

は残されている課題であり、今後の研究成

果が待たれるところである。

加えて、費用と便益を中心とした政策評

価に関する研究も不十分である。上述のよ

うに国の政策に合わせ、交易所が果たして

いる役割やその効果について研究を進める

場合には避けて通れない研究方法であり、

便益が費用を上回るなら、交易所支援を後

押しすることにもなろう。

また、既述のとおり、近年の学術研究に

おいては交易所の効果をいかに高められる

かが課題となっていることから（陈ほか

（2019））、これは残された課題と言ってよい

であろう。

第３に、体制の領域からは公正と効率を

考慮した体制に関する研究である。確かに、

組織形態、手続きの規範化、ガバナンス、

専門性のほか、組織体制としての段階性、

連携といった体制に関する研究成果は、他

の項目と比べれば研究成果の蓄積があると

言える。

それでも残されている課題は多い。例え

ば、サービス提供の範域や組織体制につい

主として本稿で取り上げた各項目に沿いな

がら残されたいくつかの研究上の課題を提

示したい。

第１に、事例研究の領域からは地域性で

ある。地域的には大都市や都市近郊の事例

に関する研究が多いが、成都のように都市

部だけでなく農村部を抱える交易所もある。

農村部の郷鎮の交易所がどのように運営さ

れ、利用されているのか、農村部でも都市

部同様に取引を促すしくみや措置があるの

か、もしあるならば、それはどのようなし

くみなのか、こうした点についてこれまで

の文献は十分に応えているとは言いがたい。

北京などでは、立地がよく、単価が高いこ

とから１件あたりの取引額も大きく、それ

に比例して交易所の収入となる手数料も高

いと推察される。それゆえ、立地が交易所

の継続的な運営への助けとなることは想定

可能だが、同じ状況は純農村部では想定し

がたい。同様に、農村部や中山間地域等の

事例研究が進んでいないことから、こうし

た地域の交易所に必要な機能の有無等も研

究対象となるであろう。

また、中国をひとつの地域と見れば、国

際比較研究も可能であろうが、これまでの

文献には見られない。例えば、日本には農

地の流動化を担う農地中間管理機構が存在

する。国際比較研究は、農地の経営権を媒

介する組織を検討するうえでの視角のひと

つであろう。

第２に、利用状況と評価の領域からは主

として定量的分析である。確かに、評価に

ついては、経営権の取引とその取引を促進
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備においては、交易所そのものの整備に加

え、北京（地名）、天津（地名）、成都（地名）

等の政府が示す制度をも検討すべきである

と指摘しており、個々の交易所のみならず

地方政府などの関係主体を含めながら分析

を進めることも課題として挙げられよう。

第４に、機能の領域からは利用を促す機

能の充実である。既述のとおり、基本機能

にほかの機能を加えることは交易所の自由

である。しかし、利用者の満足度を維持し

つつ扱う機能を検討していく必要があり、

そのための研究が求められる。これまでは

基本機能に関する研究が多い。付加機能に

ついては、先進事例とされている武漢が持

つ担保融資支援の考察が多い。個別交易所

のなかには、政策的観点だけでなく、利用

者の視点から必要に応じて機能を充実させ

るなどの体制整備を行っているところもあ

る。具体的な機能に絞りつつ考察を進める

ことで、効果をいかに高められるかという

課題にも応えていくことができると考える。

また、機能間の働きを強める相互作用に気

を配ることも、利用者の満足度を高めるた

めに考慮すべき研究課題であろう。

最後に、残された課題に取り組むにあた

って注意を要する点を２点挙げておく。

第１は、研究成果を確認する場合に、時

期区分に注目することである。饶（2019）

が述べているように、14年12月に出された

国务院办公厅（2014）は交易所に関する重

要通達である。これにより、交易所と交易

所に関する制度的な整備が進められた
（注16）
。つ

まり、14年までは、交易所の設立や運営に

ては、三段階制などの段階性を採用してい

る交易所の事例が多いが、既往文献で取り

上げられた事例が偏っていることから、こ

れが現状の交易所における全国的動向か否

かは明らかでない。三段階制となっている

のは、各段階に信用や利便性、あるいは費

用面で効果的と考えられる役割を分担させ

ているためと考えられるが、各段階が有機

的に結びついているか否かは明らかでない。

一方で、二段階制の場合は、二段階が市・

県の場合は配置が推奨される郷鎮との関係

が、県・郷鎮の場合は、上級市との関係が

問題になる。サービス提供の範域や組織体

制は、公益性を前提とし、利用者の満足度

だけでなく、費用面での効率性をも追求し

なければならない。国务院办公厅（2014）で

は交易所がサービスを提供する範域として

郷鎮を推奨している一方、农业农村部（2021）

では県レベル以上の地方政府に対し、交易

所を建設することを奨励している。県レベ

ル以上の地方政府は、サービスの提供にお

いて郷鎮を包摂する交易所を開設するもの

と推察されるが、それは地方政府に任され

ている。引き続き、この問題は研究上の課

題としても残されているものと考えられる。

また、連携を進め、不足する経営資源を

補完する取組みの効果に関する分析が待た

れる。その際、公正と効率という両立の難

しい２つの視点から研究を進めていくこと

が求められるであろう。

そのほか、先進事例の視察および検討に

より問題点を解消していくなどの取組みが

あると推察される。李（2017）は広東の整
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4　展望

最後に今後の交易所研究の展望を示し、

本稿を締めくくりたい。

農村産権交易所については、国内研究に

おいても、国際比較研究においても、理論

でも実証でも学問的研究を進めるにあたっ

てフロンティアが広がっている。加えて、

政策的要請もあり、研究を進めることが求

められる分野でもある。それにもかかわら

ず学術論文が少ないのは、データがないな

ど現状において研究を進めることがそれだ

け困難であることの証左でもある。したが

って、残されている研究課題も多い。

若林（2020a）で指摘したように、最近の

交易所はあまり動きがない。取引可能な農

地経営権の流通が一定程度進んだこと等が

主な理由と推察される。そして、その動き

に連動するように、交易所に関する文献数

も15～16年頃をピークに減少傾向にある。

しかし、交易所に興味深い動きがないわ

けではない。データ整備等が進む可能性と

ともに、今一度交易所研究が増加する可能

性もある。ここでは３点ほど挙げておこう。

第１は、県という範域を持つ地域の重要

性が高まっていることである。21年２月21

日公表の中央一号文件が、農村振興を一層

進めることを鮮明にしているが、農村振興

の主たる舞台として県を想定している。既

に述べた农业农村部（2021）では、県レベ

ル以上の地方政府に対し、交易所を建設す

ることを奨励している。いずれも県という

関する全国統一の指針がなく、地方政府の

交易所への対応は不十分だった。したがっ

て、文献確認の際には、この通達に基づき

整備が進んだ交易所について述べた文献か

否かを確認すると問題点を洗い出しやすい

かもしれない。例えば、この通達に基づき、

地方政府が交易所に関係する法的整備を進

めることで、問題点が一定程度解消されて

いることが多いが、李・阮・朱（2018）が

言及しているように、地域によっては依然

問題として残されている場合もあるようで

ある。こうした場合には、提示された問題

の性質が、14年の通達前と異なる場合もあ

ろうから研究を進めるうえで注意が必要で

ある
（注17）
。

第２は、経営権を含む農村の財産権の特

質を十分検討することである。既往文献の

整理から、研究が少ないことが確認でき、

したがって、交易所研究にはどの分野から

の接近も可能である。しかし、経営権を含

む農村の財産権は一般商品の取引とは異な

ること（程・林（2014）、田（2019））、それに

は制約を含め様々な特質があること（陆・

彭（2010））を指摘している文献があり、こ

うした指摘を念頭に検討を重ねる必要があ

る。個別性が強く、トラブルになりやすい

農地という財やそこに付随している経営権

の特性を加味して取引仲介の分析を行うこ

とは一例かもしれない。
（注16） 若林（2020a、2020b）を参照。若林（2020b）

はこの通達を解説した文献である。
（注17） 本稿では、14年までの文献でしばしば指摘

された交易所に関する法整備の問題は、仮に指
摘されていたとしても割愛している。
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があり、それを踏まえた研究の進展が望ま

れる。
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